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4.3 現状保全 

原子炉容器に対しては，定期事業者検査のクラス１機器供用期間中検査として，「日

本機械学会 発電用原子力設備規格 維持規格（JSME S NA1-2008）」に基づく検査を

実施しており，超音波探傷検査及び目視検査（VT-3）を実施し，健全性を確認してい

る。 

原子炉容器の供用期間中検査の内容を表14に示す。（運転開始後60年時点の中性子

照射量が1.0×1021n/m2（1.0×1017n/cm2）を超える範囲に対する検査を示す） 

 

表 14 原子炉容器の供用期間中検査の内容 

試験カテゴリ 検査対象箇所 検査内容 検査範囲/頻度 

B-B 上部胴と下部胴との周溶接継手 超音波探傷検査 5％/10年 

B-B 下部胴とトランジションリングとの周溶接継手 超音波探傷検査 5％/10年 

B-D 冷却材入口管台と胴との溶接継手 超音波探傷検査 100％/10年 

G-P-1 容器内部 VT-3 100％/3年 

 

 

下部胴（炉心領域部）材料の中性子照射による機械的性質の変化については，

JEAC4201に基づいて，計画的に監視試験を実施し，破壊靭性の変化の傾向を把握し

ている。 

泊１号炉は，当初監視試験カプセルを６体挿入し，現在までに３体のカプセルを

取り出し，将来の運転期間に対する脆化予測を行っている。 

泊１号炉のこれまでの監視試験片取出し実績及び取出し時期の考え方を表 15 に

示す。なお，泊１号炉の JEAC4201 に基づく標準監視試験計画は 3回であるが，これ

まで 3回の監視試験片の取出しを実施しており，標準監視試験計画は終了している。 
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表 15 泊１号炉の監視試験片取出し実績及び取出し時期の考え方 

回

次 

取出し 

時期 

（年月） 

取出し 

時期 

（EFPY） 

適用した

JEAC4201

の年度 

適用した年度の規程内容 
現規程(JEAC4201-2007)

の内容 
取出し時期の考え方 

第

1

回 

1990 年 

5 月 
1.07 1986 

6EFPY，又は試験片の中

性子照射量が 5×

1018n/cm2を超える時期あ

るいは最大のリードファ

クタを示す試験片のΔ

RTNDTが約 28℃と予測され

る時期のうち，いずれか

早い方。 

6EFPY，又は監視試験片

の中性子照射量(E>1MeV)

が 5×1018n/cm2(E>1MeV)

を超える時期あるいは最

大のリードファクタを示

す監視試験片のΔRTNDTが

28℃と予測される時期の

うち，いずれか早い方。 

監視試験プログラム策

定時に，JEAC4201-1986 に

従い最少取出しカプセル

数は3個を計画していた。

第 1回の取出し時期は，

試験片の中性子照射量が

5×1018n/cm2を超える約 1

年後と計画していた。 

第

2

回 

2004 年 

8 月 
13.27 1986 

15EFPY，又は試験片の

中性子照射量が寿命末期

(32EFPY)に受ける原子炉

圧力容器内面の中性子照

射量に到達する時期のう

ち，いずれか早い方。 

15EFPY，又は監視試験

片の中性子照射量

(E>1MeV)が，相当運転期

間(32EFPY)に原子炉圧力

容器が内面で受ける中性

子照射量(E>1MeV)に到達

する時期のうち，いずれ

か早い方。 

第 1回監視試験結果時

に，JEAC4201-1986 に従い

最少取出しカプセル数は

3個を計画していた。第 2

回の取出し時期は，試験

片の中性子照射量が原子

炉圧力容器内面の寿命末

期に受ける中性子照射量

に到達する約13EFPYと計

画していた。 

第

3

回 

2011 年 

5 月 
18.94 2000 

試験片の中性子照射量

(E≧1MeV)が，運転期間末

期(32EFPY)に原子炉圧力

容器が内面で受ける中性

子照射量(E≧1MeV)の 1倍

以上2倍以下であること。

ただし，先行試験結果に

基づき変更してもよい。 

監視試験片の中性子照

射量(E>1MeV)が，相当運

転期間(32EFPY)に原子炉

圧力容器が内面で受ける

中性子照射量(E>1MeV)の

1倍以上2倍以下であるこ

と。ただし，先行試験結

果に基づき変更してもよ

い。 

第 2回監視試験結果時

に，JEAC4201-2000 に従い

最少取出しカプセル数は

3個を計画していた。第 3

回の取出し時期は，試験

片の中性子照射量が原子

炉容器内面の寿命末期に

受ける中性子照射量の

1.5 倍に到達する約

19EFPY と計画していた。 

 

また，監視試験結果から，JEAC4206に基づき，運転管理上の制限として加熱・冷

却運転時に許容しうる温度・圧力の範囲（加熱・冷却制限曲線）及び耐圧漏えい試

験温度を設けて運用している。 

 

4.4 総合評価 

健全性評価結果から判断して，下部胴（炉心領域部）の中性子照射脆化が機器の健

全性に影響を与える可能性はないと考える。また，冷温停止状態においては燃料から

の中性子照射がないことから，中性子照射脆化は今後進展しない。 

下部胴（炉心領域部）材料は，原子炉容器の全材料の中で中性子照射脆化が最も大

きく代表性があり，機械的性質の予測は監視試験により把握可能であること，また，
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原子炉容器に対しては，有意な欠陥のないことを超音波探傷検査等により確認してい

ることから，保全内容として適切である。 

 

4.5 高経年化への対応 

下部胴（炉心領域部）の中性子照射脆化については，現状保全項目に高経年化対

策の観点から追加すべきものはない。 

 

５．まとめ 

5.1 審査ガイド適合性 

「２．基本方針」で示した要求事項について技術評価を行った結果，全ての要求を

満足していることを確認した。中性子照射脆化についての要求事項との対比を表 16

に示す。 

 

5.2 保守管理に関する方針として策定する事項 

今後も現状の保全方針により健全性を確認していくものとし，現状保全項目に高経

年化対策の観点から追加すべきものはなく，保守管理に関する方針として策定する事

項はない。




